
さがの稼げる水田農業推進事業実施要領の一部改正 新旧対照表 

改正後 現行 
 

さがの稼げる水田農業推進事業実施要領 
 

制定 令和５年３月３１日 園農第２８１１号 
改正 令和６年４月 １日 園農第 １３４号 

 改正 令和７年４月 １日 園農第  ３０号 
改正  令和８年４月  １日 園農第   ２３号 

 

第１～３ 【略】  

 

第４ 事業の実施の手続き 

１ 事業実施主体は、事業実施計画書（低コスト･高品質化条件整備事業：別紙Ａ 

－１、売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ａ－２）を作成し、関係市町 

長に事業実施計画の承認を申請するものとする（様式第１号）。 

   ただし、別表１の事業種目の２に記載された事業であり、かつ、複数の市町 

を活動範囲とする団体の場合は、知事に直接、事業実施計画の承認を申請でき 

るものとする。 

２ 市町長は、１の事業実施計画の承認申請があった場合には、申請された事業 

実施計画について、必要な指導及び調整を行うとともに、事業実施計画承認申 

請書（様式第２号）及び事業実施計画総括表を作成し、事業実施計画書及び誓 

約書（別紙Ｆ）と併せて知事に提出するものとする。 

３ 知事は、市町長又は１のただし書きにより知事に直接承認申請を行う団体か 

ら承認申請された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたときはその承認 

を行うものとする。 

４ 市町長は、事業実施主体から申請された事業実施計画の内容を審査し、適当 

と認めたときは、知事の承認を受けた後、その承認を行うものとする。 

５ 事業実施主体及び市町長は、次に該当する場合は、前各号に準じて事業の実 

施計画の変更の手続きを行うものとする。 

（１）事業の追加、中止又は廃止 

（２）事業実施主体の変更 

（３）事業実施主体毎の補助金の増を伴う事業内容の追加 

（４）事業実施主体毎の事業費の３０％を超える減 

（５）その他、事業実施の根幹に関わる事業内容の変更 

 

第５～７ 【略】  

 

 

 

 

 

 

 

 

さがの稼げる水田農業推進事業実施要領 
 

制定 令和５年３月３１日 園農第２８１１号 
改正 令和６年４月 １日 園 農 第 １ ３ ４ 号 
改正 令和７年４月 １日 園 農 第 ３ ０ 号 

 

 

第１～３ 【略】  

 

第４ 事業の実施の手続き 

１ 事業実施主体は、事業実施計画書（低コスト･高品質化条件整備事業：別紙Ａ 

－１、売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ａ－２）を作成し、関係市町 

長に事業実施計画の承認を申請するものとする（様式第１号）。 

   ただし、別表１の事業種目の２に記載された事業であり、かつ、複数の市町 

を活動範囲とする団体の場合は、知事に直接、事業実施計画の承認を申請でき 

るものとする。 

２ 市町長は、１の事業実施計画の承認申請があった場合には、申請された事業 

実施計画について、必要な指導及び調整を行うとともに、事業実施計画承認申 

請書（様式第２号）及び事業実施計画総括表を作成し、事業実施計画書及び誓 

約書（別紙Ｆ）と併せて知事に提出するものとする。 

３ 知事は、市町長又は１のただし書きにより知事に直接承認申請を行う団体か 

ら承認申請された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたときはその承認 

を行うものとする。 

４ 市町長は、事業実施主体から申請された事業実施計画の内容を審査し、適当 

と認めたときは、知事の承認を受けた後、その承認を行うものとする。 

５ 事業実施主体及び市町長は、次に該当する場合は、前各号に準じて事業の実 

施計画の変更の手続きを行うものとする。 

（１）事業の追加、中止又は廃止 

（２）事業実施主体の変更 

（３）事業実施主体毎の補助金の増を伴う事業内容の追加 

（４）事業実施主体毎の事業費の３０％を超える減 

 

 

第５～７ 【略】  

 

 

 

 

 

 

 

 



さがの稼げる水田農業推進事業実施要領の一部改正 新旧対照表 

改正後 現行 
 

第８ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度の翌年度までの間、毎 

年度、事業実施状況報告書（低コスト・高品質化条件整備事業：別紙Ｅ－１、 

売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ｅ－２（（別表１の事業内容（２）を 

除く））を作成し、４月末日までに市町長へ報告するものとする。 

  ただし、第４の１のただし書きにより知事へ直接承認申請を行った団体につ 

いては、４月末日までに知事へ報告するものとする。 

  なお、報告を要する全ての項目について、目標を達成していると市町長又は 

知事が判断した場合、目標を達成した年度の報告をもって、実施状況報告を終 

えることができるものとする。 

 

第８の２、３ 【略】  

 

第９ 書類の経由 

市町が、この要領に基づき提出する書類は、所轄農林事務所地域農業振興セン 

ター(杵藤農林事務所管内は藤津農業振興センター)を経由するものとし、その提 

出部数は１部とする。ただし、杵島農業振興センター管内の市町は、書類の提出 

先を藤津農業振興センターとする。 

なお、第４の１のただし書きにより知事へ直接承認申請を行う団体については、 

農林事務所地域農業振興センターを経由せず、その提出部数は１部とする。 

 

第 10～12 【略】 

第 13 その他 

本事業の実施については、この要領に定めるもののほか必要な事項については、 

別に定めるところによるものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和５年度から適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年度から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年度から適用する。 

附 則 

この要領は、令和８年度から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 事業実施状況の報告 

１ 事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から目標年度の翌年度までの間、毎 

年度、事業実施状況報告書（低コスト・高品質化条件整備事業：別紙Ｅ－１、 

売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ｅ－２）を作成し、４月末日までに 

市町長へ報告するものとする。 

  ただし、第４の１のただし書きにより知事へ直接承認申請を行った団体につ 

いては、４月末日までに知事へ報告するものとする。 

  なお、報告を要する全ての項目について、目標を達成していると市町長又は 

知事が判断した場合、目標を達成した年度の報告をもって、実施状況報告を終 

えることができるものとする。 

 

第８の２、３ 【略】  

 

第９ 書類の経由 

市町が、この要領に基づき提出する書類は、所轄農林事務所地域農業振興セン 

ター(杵藤農林事務所管内は藤津農業振興センター)を経由するものとし、その提 

出部数は１部とする。 

ただし、第４の１のただし書きにより知事へ直接承認申請を行う団体について 

は、農林事務所地域農業振興センターを経由せず、その提出部数は１部とする。 

 

 

第 10～12 【略】 

第 13 その他 

本事業の実施については、この要領に定めるもののほか必要な事項については、 

別に定めるところによるものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和５年度から適用する。 

附 則 

この要領は、令和６年度から適用する。 

附 則 

この要領は、令和７年度から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さがの稼げる水田農業推進事業実施要領の一部改正 新旧対照表 

改正後 現行 
 

別表１ 
１ 低コスト・高品質化条件整備事業 【略】 
 

事業種目 事業内容 事業実施主体 採択要件 
２ 売れる

米・麦・大

豆づくり

推進事業 
 

（１）推進事業 
この事業は、新品種

の導入や新規需要へ

の対応など、消費者等

が求める売れる米・

麦・大豆づくりに必要

な次に掲げる活動を

行う事業とする。 
１ 新品種等の地域

対応型マニュアル

策定 
２ 高付加価値型生

産技術確立実証ほ

の設置（堆肥の導入

含む） 
３ 技術普及に関す

る研修会の開催 
４ 農商工等関係者

とのものづくり検

討会の開催 
５ 新品種等の実需

者及び消費者の評

価調査 
６ その他事業目的

の達成に必要な活

動 
 
（２）新品種導入支援

事業 
 この事業は、酒米の 
新品種導入に当たり、 
次に掲げる活動を行 
う事業とする。 
１ 酒米新品種導入

に係る現地試験栽

培 

（１） 
１ 農業者の組織 
する団体 
２ 農業協同組合 
 
（２） 
１ 農業協同組合 

次に掲げる全ての要件を満た

すこと。 
（１） 
１ 事業実施主体が農業者の

組織する団体の場合は、稲わら

及び麦わらの有効活用計画を策

定していること。 
  また、事業実施主体が農

業協同組合の場合は、稲わら及

び麦わらの有効活用に向けた取

組を実施していること。 
 
（２） 

１ 酒米新品種の現地試験栽培

に取り組むこと。 

 

別記１、別記２ 【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表１ 
１ 低コスト・高品質化条件整備事業 【略】 
 

事業種目 事業内容 事業実施主体 採択要件 
２ 売れる

米・麦・大

豆づくり

推進事業 
 

この事業は、新品種

の導入や新規需要へ

の対応など、消費者等

が求める売れる米・

麦・大豆づくりに必要

な次の掲げる活動を

行う事業とする。 
１ 新品種等の地域

対応型マニュアル

策定 
２ 高付加価値型生

産技術確立実証ほ

の設置（堆肥の導入

含む） 
３ 技術普及に関す

る研修会の開催 
４ 農商工等関係者

とのものづくり検

討会の開催 
５ 新品種等の実需

者及び消費者の評

価調査 
６ その他事業目的

の達成に必要な活

動 

１ 農業者の組織

する団体 
２ 農業協同組合 
 

次に掲げる全ての要件を満

たすこと。 
 
１ 事業実施主体が農業者の

組織する団体の場合は、稲

わら及び麦わらの有効活用

計画を策定していること。 
  また、事業実施主体が農

業協同組合の場合は、稲わ

ら及び麦わらの有効活用に

向けた取組を実施している

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記１、別記２ 【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



さがの稼げる水田農業推進事業実施要領の一部改正 新旧対照表 

改正後 現行 
 

様式第１号 
                              年 月 日 

市町長 様 
【佐賀県知事 様】 

 
                        住所 
                        組織名 
                        氏名         
 

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業実施計画の 
（変更）承認申請について 

 
  さがの稼げる水田農業推進事業実施要領（令和５年３月 31 日付け園農第 2811 

号）第４の１に基づき、関係書類を添えて（変更）申請します。 
 

実施事業名 

 １ 低コスト・高品質化条件整備事業 

 （１）超省力・低コスト化タイプ 

 （２）環境保全タイプ 

 （３）888 推進タイプ 
 （４）中山間地域等担い手育成タイプ 
 （４）のうち、農作業受託型 
 （４）のうち、広域組織型 
 ２ 売れる米・麦・大豆づくり推進事業 
 （１）推進事業 
 （２）新品種導入支援事業 

     ※実施する事業名に「○」を付けること 
 
（変更の理由） 
 

（注１）関係書類として、実施する事業の実施計画書（低コスト・高品質化条件整備 
事業：別紙Ａ‐1、売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ａ－２）を添付 
すること。 

（注２）事業計画の承認申請を行う場合は、（変更）及び（変更の理由）を消去するこ 
と。 

（注３）事業計画の変更申請を行う場合は、（変更）の（  ）を消去し、変更の理由 
を記入すること。 

（注４）【佐賀県知事 様】は、複数の市町を活動範囲とする団体の場合で、知事に直 
接、実施計画の承認申請を行う場合のみ記入する。 

（注５）地方自治法第１５７条第１項に規定する公共的団体等以外の場合には、別紙 
Ｆの誓約書を添付すること。 

 

様式第２号 【略】 

 

様式第１号 
                              年 月 日 

市町長 様 
【佐賀県知事 様】 

 
                        住所 
                        組織名 
                        氏名         
 

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業実施計画の 
（変更）承認申請について 

 
  さがの稼げる水田農業推進事業実施要領（令和５年３月 31 日付け園農第 2811 

号）第４の１に基づき、関係書類を添えて（変更）申請します。 
 

実施事業名 

 １ 低コスト・高品質化条件整備事業 

 （１）超省力・低コスト化タイプ 

 （２）環境保全タイプ 

 （３）888 推進タイプ 
 （４）中山間地域等担い手育成タイプ 
 （４）のうち、農作業受託型 
 （４）のうち、広域組織型 
 ２ 売れる米・麦・大豆づくり推進事業 

     ※実施する事業名に「○」を付けること 
 
（変更の理由） 
 

（注１）関係書類として、実施する事業の実施計画書（低コスト・高品質化条件整備 
事業：別紙Ａ‐1、売れる米・麦・大豆づくり推進事業：別紙Ａ－２）を添付 
すること。 

（注２）事業計画の承認申請を行う場合は、（変更）及び（変更の理由）を消去するこ 
と。 

（注３）事業計画の変更申請を行う場合は、（変更）の（  ）を消去し、変更の理由 
を記入すること。 

（注４）【佐賀県知事 様】は、複数の市町を活動範囲とする団体の場合で、知事に直 
接、実施計画の承認申請を行う場合のみ記入する。 

（注５）地方自治法第１５７条第１項に規定する公共的団体等以外の場合には、別紙 
Ｆの誓約書を添付すること。 

 

 

 

様式第２号 【略】 

 



さがの稼げる水田農業推進事業実施要領の一部改正 新旧対照表 

改正後 現行 
 

【低コスト・高品質化条件整備事業の場合の様式】  

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業（低コスト・高品質化条件整備事業）実施計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 「タイプ名」の欄には、「超省力・低コスト化タイプ」、「環境保全タイプ」、「888 推進タイプ」、「中山間地域等担い手育成タイプ」の          

いずれかを記入すること。 

（注２） 「事業内容」の欄には、機械・施設名を記入すること。 

（注３） 「負担区分」の欄には、機械・施設ごとに記入すること。 

（注４） 「標準事業費」の欄には、「さがの稼げる水田農業推進事業対象農業機械・施設の標準事業費」に定めのある場合にのみ記入するこ 

と。 

（注５） 「補助率」の欄は、事業内容が「さがの稼げる水田農業推進事業費補助金交付要綱」の別表１の「補助率」欄に定める「間接補助事 

業費の 1/3 以内」に該当する場合は「1/3」、「間接補助事業費の 1/2 以内」に該当する場合は「1/2」と記入すること。 

（注６） 「補助事業に要する経費」の欄には、県が事業実施主体へ直接補助する場合には、（A）＋（C）を記入すること。 

（注７） 「担い手の有無」の欄には、市町長が水田農業の担い手と認める場合に○を記入すること。 

（注８） 「備考」の欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）」を、同税 

額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【低コスト・高品質化条件整備事業の場合の様式】  

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業（低コスト・高品質化条件整備事業）実施計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 「タイプ名」の欄には、「超省力・低コスト化タイプ」、「環境保全タイプ」、「888 推進タイプ」、「中山間地域等担い手育成タイプ」の                                      

いずれかを記入すること。 

（注２） 「事業内容」の欄には、機械・施設名を記入すること。 

（注３） 「負担区分」の欄には、機械・施設ごとに記入すること。 

（注４） 「標準事業費」の欄には、「さがの稼げる水田農業推進事業対象農業機械・施設の標準事業費」に定めのある場合にのみ記入するこ 

と。 

（注５） 「補助率」の欄は、事業内容が「さがの稼げる水田農業推進事業費補助金交付要綱」の別表１の「補助率」欄に定める「間接補助事 

業費の 1/3 以内」に該当する場合は「1/3」、「間接補助事業費の 1/2 以内」に該当する場合は「1/2」と記入すること。 

（注６） 「補助事業に要する経費」の欄には、県が事業実施主体へ直接補助する場合には、（A）＋（C）を記入すること。 

（注７） 「担い手の有無」の欄には、市町長が水田農業の担い手と認める場合に○を記入すること。 

（注８） 「備考」の欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）」を、同税 

額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作物名 面積 県費（A） 市町費（B） その他（C）

ha 円 円 円 円 円 円

(うち消費税額)

(うち消費税額)

事業実施主体計

能力等 事業量 標準事業費
負担区分

事業内容
担い手
の有無事業費 備考

補助
率

導入機械・施設
の受益面積

タイプ名
事業実施主体名

(代表者名)

補助事業に要
する経費

（A）＋（B）
又は

（A）＋（C）

うち消費税額

合計

うち消費税額

事業実施主体計

作物名 面積 県費（A） 市町費（B） その他（C）

ha 円 円 円 円 円 円

(うち消費税額)

(うち消費税額)

うち消費税額

合計

うち消費税額

事業実施主体計

担い手
の有無

事業費 備考
補助
率

導入機械・施設
の受益面積

タイプ名
事業実施主体名

(代表者名)

補助事業に要

する経費

（A）＋（B）

又は
（A）＋（C）

事業実施主体計

能力等 事業量 標準事業費
負担区分

事業内容

１事業実施主体で 1 つの機械・施設を導入する場合 

１事業実施主体で複数の機械・施設を導入する場合 

１事業実施主体で 1 つの機械・施設を導入する場合 

１事業実施主体で複数の機械・施設を導入する場合 
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改正後 現行 
 

【売れる米・麦・大豆づくり推進事業の場合の様式】 

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業（売れる米・麦・大豆づくり推進事業）実施計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）「補助事業に要する経費」の欄には、県が事業実施主体へ直接補助する場合には、（A）＋（C）を記入すること。 

（注２）「備考」の欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）を、同税額がない場合 

には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

（注３）「事業内容」の欄には、推進事業の場合は、具体的な取組内容を記入し、新品種導入支援事業の場合は、「酒米新品種の現地試験栽培」と記入す     

ること。 

 

（別紙Ａ－１） 【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【売れる米・麦・大豆づくり推進事業の場合の様式】 

令和  年度さがの稼げる水田農業推進事業（売れる米・麦・大豆づくり推進事業）実施計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）「補助事業に要する経費」の欄には、県が事業実施主体へ直接補助する場合には、（A）＋（C）を記入すること。 

（注２）「備考」の欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）を、同税額がない場合 

には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

 

 

（別紙Ａ－１） 【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作物名 品種名 目標面積 県費（A） 市町費（B） その他（C）

ha 円 円 円 円 円

備　考事業費

負担区分対象作物名等

事業実施主体計

うち消費税額

事業実施主体計

うち消費税額

補助事業に
要する経費
（A）＋（B）

　又は

（A）＋（C）

合計

事業実施主体名
(代表者名)

事業内容

事業実施主体計

うち消費税額

作物名 品種名

目標面積
（又は試
験実施面

積）

県費（A） 市町費（B） その他（C）

ha 円 円 円 円 円

事業実施主体計

うち消費税額

補助事業に
要する経費
（A）＋（B）

　又は

（A）＋（C）

合計

事業実施主体名
(代表者名)

事業内容

事業実施主体計

うち消費税額

備　考事業費

負担区分対象作物名等

事業実施主体計

うち消費税額
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改正後 現行 
 

（別紙Ａ－２） 

令和  年度 さがの稼げる水田農業推進事業 

【売れる米・麦・大豆づくり推進事業】 

実施（変更）計画書 

 

計画書作成担当者氏名：         

電話番号：               

 

市町名 
事業実施主体名 
（代表者名） 

構 成 
農家数 

事業対象作物名 品種名 区 分 

面積 
（又は試
験実施面
積） 

 
 

 

 

 

水稲・麦・大豆 

・酒米 
 

現状(  年度) 
ha 

目標(  年度) 
 

 （注１）「構成農家数」の欄は、事業実施主体が農業者の組織する団体の場合のみ記入すること。 

 （注２）現状＝事業実施年度の前年度、目標＝現状の３年後とする（以下同じ） 

（注３）電話番号は、計画作成担当者とすぐに連絡の取れる番号を記載すること。なお、この様式に記載された個人情報は、 

本事業に関する事務の目的を達成するためにのみ使用するものとする。 

 （注４）新品種導入支援事業の場合は、「区分」の欄は空欄にし、試験実施面積を記入する。 

 

１ 事業の目的（変更の理由） 

 

 

２ 事業計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別紙Ａ－２） 

令和  年度 さがの稼げる水田農業推進事業 

【売れる米・麦・大豆づくり推進事業】 

実施（変更）計画書 

 

計画書作成担当者氏名：         

電話番号：               

 

市町名 
事業実施主体名 
（代表者名） 

構 成 
農家数 

事業対象作物名 品種名 区 分 面積 

 
 

 

 

 

水稲・麦・大豆 

・酒米 
 

現状(  年度) 
ha 

目標(  年度) 
 

（注１）「構成農家数」の欄は、事業実施主体が農業者の組織する団体の場合のみ記入すること。 

（注２）現状＝事業実施年度の前年度、目標＝現状の３年後とする（以下同じ） 

（注３）電話番号は、計画作成担当者とすぐに連絡の取れる番号を記載すること。なお、この様式に記載された個人情報は、 

本事業に関する事務の目的を達成するためにのみ使用するものとする。 

  

１ 事業の目的（変更の理由） 

 

 

２ 事業計画総括表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１） 備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）を、同税額が 

ない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

  減額した金額＝（消費税額×実質補助率〔県費補助金/消費税抜き額：端数処理は行わない〕）小数点以下切り捨て 

（注２） 事業計画の変更承認申請の場合は、事業計画以降は変更箇所がわかるよう、変更承認申請前の数値等を（ ）書きで上段に、変更 

後の数値等を下段に記載すること。 
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（注１） 備考欄には、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「減額した金額○○○円（県費相当額）を、同税額が 

ない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合は、「含税額」とそれぞれ記入すること。 

  減額した金額＝（消費税額×実質補助率〔県費補助金/消費税抜き額：端数処理は行わない〕）小数点以下切り捨て 

（注２） 事業計画の変更承認申請の場合は、事業計画以降は変更箇所がわかるよう、変更承認申請前の数値等を（ ）書きで上段に、変更 

後の数値等を下段に記載すること。 

 

３ 個別事業計画 

（１）新品種等の地域対応型マニュアルの策定 

作物名・新品種名 マニュアルの主な内容 配布先 作成部数 

    

 

（２）高付加価値型生産技術確立等実証ほの設置 

実証の内容 作物・品種名 
実証圃の概要 

設置場所 面積 

  

 

 
 

計  箇所 計      a 

（注）「設置場所」の欄には、実証ほを設置する場所の大字名までを記入する。 

 

 

（３）技術普及に関する研修会の開催 

開催時期 研修会の内容 参集範囲 参集者数 

    

 

（４）農商工等関係者とのものづくり検討会の開催 

開催時期 検討会の内容 参集範囲 参集者数 

    

 

（５）新品種等の実需者及び消費者の評価調査 

作物名・新品種名 評価調査実施時期 調査方法 調査対象者数 

    

 

 

 

 

 

 

３ 個別事業計画 

（１）新品種等の地域対応型マニュアルの策定 

作物名・新品種名 マニュアルの主な内容 配布先 作成部数 

    

 

（２）高付加価値型生産技術確立等実証ほの設置 

実証の内容 作物・品種名 
実証圃の概要 

設置場所 面積 

  

 

 
 

計  箇所 計      a 

（注）「設置場所」の欄には、実証ほを設置する場所の大字名までを記入する。 

 

 

（３）技術普及に関する研修会の開催 

開催時期 研修会の内容 参集範囲 参集者数 

    

 

（４）農商工等関係者とのものづくり検討会の開催 

開催時期 検討会の内容 参集範囲 参集者数 

    

 

（５）新品種等の実需者及び消費者の評価調査 

作物名・新品種名 評価調査実施時期 調査方法 調査対象者数 

    

 

（６）その他 

実施時期 内   容 備   考 
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４、５ 【略】 

 

（別紙Ｂ）～（別紙Ｇ） 【略】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、５ 【略】 

 

（別紙Ｂ）～（別紙Ｇ） 【略】 

 


